
 第３号様式（第６条第１項関係） 

市長 副市長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

       

付議・報告 

部課 

教育長 部長 課長 主幹・副主幹 主査・主査補 班員 

     

令和５年８月１８日 

会議結果報告書（行政経営戦略会議） 

１ 日時及び場所 

令和５年８月１８日（金）午前９時３０分～ 本庁舎２階災害対策室 

２ 出席者 

教育支援課 榛沢参事 

学校政策課 菅野指導主事 

３ 件名 

学校部活動から地域クラブ活動への移行について 

４ 会議結果 

■ 案のとおり決定する。 

□ 一部修正の上、決定する。 

□ 継続して検討する。 

□ 案を否決する。 

□ 報告を了承する。 

５ 会議内容 

・委託しないといけない事業なのか。近隣市町の動向はどうなっているのか。 

→先行している自治体と連携している民間企業がいくつかあり、すでにノウハウやシス

テムを有している。庁内で業務を担当することで発生する人件費より、委託費のほうが

安い。「白井市アウトソーシングに関する指針」にも合致する。近隣では、柏市が先行

しており、民間企業に委託して実証事業を経て、９月から本格的に地域移行が始まると

のこと。 

・協議会のメンバーは誰なのか。 

→校長会、教頭会、総合型地域スポーツクラブ、スポーツ少年団などの各代表者を想定

している。 

・総合型地域スポーツクラブとは趣旨が異なるような気もするが。 

→競技・大会志向の地域クラブのほかにも、娯楽志向のクラブや体力向上を目的とした

クラブなど、ニーズに合った地域クラブの設立が必要。そういった面でも助言をもらい

たい。 

・運営経費はどういった項目なのか。 

→事務局の人件費、クラブを巡回するスタッフの人件費、会議の運営費、ホームページ

の管理費などを想定している。 

・受益者負担について困窮世帯への支援はどうするのか。 

→補助は必要。これから検討していく。 

・国や県の補助金は永続的なものなのか。 

→永続的ではない。状況を見ながら予算をとっていくという説明を受けている。 

備考 会議内容を簡潔に記載すること。 



　第１号様式その１（第４条第４項関係）

年 月 日

件　　　名

現状・課題

目的

対応
方策

論点（決定を
要する事項）

部内会議や
関係課等と
の調整結果
（主な意見・
懸案事項）

□ □ □ ■ （

市民参加

付議書公表

関係法令等

関係課

事業費

今後の
スケジュール

部活動の地域移行に関する各ガイドライン（スポーツ庁、文化庁、千葉県）

学校政策課、教育支援課、生涯学習課、教育総務課

無

公開 非公開 部分非 時限非

条例規則

議会説明 議員全員協議会（R5.12） 広報・ＨＰ等 有 広報・HP・回覧（R6.2）

・R5.10 市内陸上競技部の休日移行開始。
・R6.07 白井市地域クラブ協議会（仮）設置。
・R6.10 市内複数部活の休日の活動を地域クラブへ移行。
・R7.10 市内全部活の休日の活動を地域クラブへ移行。
・R8.04 市内地域クラブ活動を整理して平日の学校部活動から完全に独立。

有 報道発表

令和 5

有 定例記者会見（R6.2）

・休日の学校部活動を地域クラブに移行することについて。
・令和６～８年度のコーディネーター業務と協議会の運営を民間企業に委託することに
ついて。
【部内会議】
・市役所内にコーディネーター業務と協議会を担当できるようなノウハウと余裕がない。
・教員の兼職兼業について、環境を整理する必要がある。
・近隣市町の動向を把握しながら進めていかなければならない。
【千葉県教育庁教育振興部保健体育課との調整】
・本年度より県コーディネーターを配置したので、積極的に活用してほしい。
・本年度中に県広域人材バンクが実働する予定なので、活用を想定してほしい。

項目 有無 方法（時期） 項目 有無 方法（時期）

8 18

付議書（行政経営戦略会議）

人材確保・派遣・育成

参考情報

市内全域カテゴリー

部課名 教育部教育支援課

付議事案

学校部活動から地域クラブ活動への移行について

　急激に加速する少子化、顧問の不足や教員の超過勤務時間により、学校部活動の維
持が困難となる中、スポーツ庁・文化庁は、令和５年度から令和７年度末までを学校部
活動地域移行の「改革推進期間」と定め、休日の部活動について地域に移行するよう求
めている。これを受け千葉県では、令和５年度に各市町村１部活、６年度に各公立中学
校１部活、７年度には複数部活の地域移行を目標としている。本市においても同様に、
学校部活動の維持が困難となることが想定されるため、県が示すスケジュールにのっ
とって進めていくことで、課題に対処していく必要がある。

・学校を地域社会の一部として捉え、部活動の教育的意義を継承、発展させつ
つ、引き続き休日においても活動を希望する生徒のスポーツ・文化芸術活動に
親しむ機会（多様な選択肢）を確保する。
・教員の働き方を見直し、教員が教員でしか担うことのできない授業や生徒と向
き合う時間に注力できる環境を整備する。
・白井市全体で生徒を応援することで地域が活性化し、人が循環する「かえりた
い街・白井」をつくる。

・令和５年度後半より、市内の陸上競技部の休日の活動を統合して実施し、課
題を洗い出す。
・令和６～７年度にかけ、平日は学校部活動で、休日は学校部活動から切り離さ
れた地域クラブ活動で、生徒がスポーツ・文化芸術活動に親しむことができるよ
うな仕組みを再構築する。
・クラブの運営側と地域（生徒や保護者、学校）をつなぐコーディネーター役を業
務とする組織と、活動の成果や課題について調査・研究を業務とする協議会を
設置し、段階的に移行する。

R5.12 まで）

年代 場所 目的 手段小・中学生、高校生 学習・教育

1,8331,500 1,833

千円）

有

受益者負担

市会計負担

県から補助

国から補助

令和８年度

20,000

1,833

1,833

令和７年度

3,500

1,500

1,500

令和６年度

20,000

1,833

1,833



  

 

 
     

   

    

 

 

  

 

 

 

  

 

             
              
             

             
             
            

            
             
             

 

 

 

  

 

  

  

  

 

  

  

  

  

  

  

  








